土地情報登録制度について
城陽市は公共事業の円滑な推進を図るため、公共事業用地及び公共事業用地取得に伴う代替地についての土地情報登録制度を設けています。
１　制度の概要

城陽市の公共事業用地及び公共事業用地取得に伴う代替地の確保について、土地所有者から広く土地情報を収集し、これを登録し、活用することにより、公共事業の円滑な推進を図るものです。

２　登録土地の要件

（１）おおむね１００㎡以上の更地で公共事業用地等として利用可能なもの。

（２）所有権及び土地の境界が明確なもの。

（３）所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、抵当権等の諸権利が本市において取得等利用するまでに抹消される見込みがある場合又は土地利用上支障のない場合は、登録できます。

３　土地情報登録制度のしくみ

（１）土地所有者が土地情報登録の申し出を行い、当該土地が本登録制度の趣旨に該当する場合に、土地情報登録を行います。

（２）登録された土地情報については、守秘義務条項を設け、土地所有者のプライバシー保護を図ります。

（３）登録期間は登録日から２年間ですが（再登録は可能）、土地情報登録の取消し又は変更は土地所有者からの届出により随時行います。

（４）土地情報登録の受付

城陽市都市整備部土木課用地係

（５）実施年月日

平成４年４月１日から

４　土地所有者のメリット

（１）各種税法上の優遇措置等の活用ができる場合があります。

（２）売却等に関し、諸費用（測量費、登記手数料、収入印紙代）を市が負担する場合があります。

